
（別紙） 

介護保険の費用負担の見直しについて（平成 27 年８月１日改正） 

 
１ 一定以上所得者の利用者負担割合の引き上げ 
○ 65 歳以上の方のうち一定以上所得者（※）は、介護サービスを利用した時の負担
割合が１割から２割に引き上げられます。 
○ 要介護・要支援を受けた方には、毎年６～７月頃に、利用者負担が１割の方も２
割の方も、保険者（市町・広域連合）から負担割合証が交付されます。 
○ サービス事業所窓口においては、介護保険被保険者証と一緒に負担割合証の提示
を求め、利用者負担を徴収することになります。 
○ 平成 27 年８月サービス提供分以降の介護給付費の請求においては、必ず利用者
の負担割合を確認のうえ請求してください。（誤った負担割合に基づく請求が行
われた場合は、負担割合不一致により請求がエラーとなります。） 

 
 ※収入が年金のみの場合は年収 280 万円以上の方が、年金収入以外がある場合は合計所得金額が 160 万

円以上の方が対象になります。ただし、同一世帯の 65 歳以上の方の所得が低い場合などは、１割負担

になることがあります。（65 歳未満の方及び市町村民税を課税されていない方は対象外です。） 

 

２ 高額介護サービス費における現役並み所得者の区分の導入 
○ 65 歳以上の現役並み所得者（※）がいる世帯については、月々の負担の上限額が
37,200 円から 44,400 円に引き上げられます。 

 
※同一世帯内に課税所得 145 万円以上の 65 歳以上の方がいる場合に対象になります。ただし、この水準

に該当しても本人の収入額申請によって、世帯の収入額の合計が 520 万円（１人の場合は 383 万円）

に満たない場合は、上限額を 37,200 円に戻す判定が行われます。 

 
３ 施設サービスにおける補足給付の支給要件の変更 
○ 世帯分離されていても、配偶者が市町村民税課税の場合は、支給の対象外となり
ます。 
○ 預貯金等（現金、有価証券などを含む。）について、配偶者がいる方は合計 2,000
万円超、配偶者がいない方は 1,000 万円超持っている場合は、支給の対象外とな
ります。 
○ 今回の見直しにより、補足給付の申請にあたっては、新たに資産要件等の記入欄
を設けた申請書への記入、保険者が預貯金等に係る金融機関調査を行うための同
意書への記入、預貯金等の通帳の写しの添付といった手続きが必要となります。 
○ 各施設におかれましては、要介護者やその家族に対して手続を説明していただく
ことや、保険者への申請書及び添付書類の提出を職員に代行に応じていただくこ
となどをはじめ、要介護者の負担を軽減しつつ適切な申請が行われるために必要
な対応を講じていただくことについてご協力をお願いします。 
○ 今回の見直しによって支給の対象外と判定され、食費・居住費の自己負担が増額
となるケースが生じることが想定されます。このような方について、負担増の激
変緩和を図る観点から、各施設の判断により、食費・居住費の額を基準費用額を
上限として設定する等の配慮措置を講じていただくよう、ご検討をお願いします。 

 
４ 特別養護老人ホームの多床室の基準費用額の見直し 
○ 特別養護老人ホームの多床室の部屋代については、入所者に室料相当の額を負担
いただくよう見直しが行われ、基準費用額が 370 円から 840 円へ変更となります。 


